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1、 はじめに

龍谷大学矯正・保護総 合セン ターは、 法学者・

圏藤重光(191 3-2012年、 以下 「園藤」と呼ぶ)

から寄贈を受けた 史料(以下 「圏藤文庫」と呼

ぶ) を個人文書とし て所蔵し、 圏藤の人間像を明

らかとする総 合的研究や 史料調査を進め ている。

また、 史料を多くの人々の研究利用に供し て欲し

いという旧蔵者の意思を実現するために 将来構想

とし て 史料の一般公開を目指し ている。 なお、 筆

者は、 同セン ターにおい て圏藤文庫の研究と 史料

調査を担当し ている。
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小稿は、 圏藤文庫研究の一端を公表することを

目的とし ており、 圏藤文庫所蔵 史料のうち、 「破

防法立法経過」と題する(ボール紙で覆われた)

文書類の紹介と仮目録の提示を任務とする。

小稿におい ては、 圏藤が法学者とし て戦後の治

安立法とどの様に対峠したのかについ て、 破壊活

動防止法、 政治テロ行為防止法案・政治的暴力行

為防止法案(未成立) の立法過程を題材に 解説を

加える。 その 上で 史料の紹介 ならびに仮目録の提

示を行っ ていくことにする。 なお、 解説におい て

圏藤の目指す法学者の役割・あり方の一端が明ら

かと なろう。

2、 破壊活動防止法と園藤

(1) 破壊活動防止法の概要

まず、 題材とし て検討する戦後治安立法の概要

と 同立法に対する圏藤の主張につい て 解説を行う。

破壊活動防止法(以下 「破防法」と呼ぶ) 案は、
1952 ( 昭和27) 年4 月2 8日のサンフランシスコ講

和条約 発効に伴う団体等 規制令( 昭和24年4 月4

日政令第 64号、 いわ ゆるポツダム命令) の1 80日

後の失効を控え、 政府により第1 3回国会におい て

提案されたものである。 破防法案は、 治安確保の

空白状態を回避することを企図したものであった。

破防法案は、 戦前の治安維持法等の治安立法を

再帰さ せるものであり、 激しい国民的議論を巻き

起こした。 しかし、 破防法法案は、 同時に政府提

案され ていた公安審査委員会設置法案、 公安調査
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庁設置法案とともに 同 年7月4 日に成立した。

破防法の提案は 「直接国民の基本的人権に影響

を与える ゆえをもっ て 朝野の重大 なる関心を喚ぴ、

ひとたびこの法案が国会に 上程されるや賛否の 両

論が 各方面からごうごうとし て起1)Jったと立案

当局が 解説書におい て述べるように国民の関心を

大いに集め、 激しい議論が衆参 両院の本会議・法

務委員会を舞台に展開された。 同法の審議をめぐ

っ て、 衆参 両院法務委員会は公聴会を複数回(衆

議院: 1952 ( 昭和2 7) 年4 月30日、 同 5 月2 日、

参議院 ・ 同 5 月2 6日、 27日) 開催し ており、 各界

を代表する人々が公述人とし て参席し、 持論を展

開した2) 3)。 園藤は、 同年4 月30日に開催された

衆議院法務委員会公聴会におい て学界を代表する

公述人の 1 人とし て後述のように発言し、 破防法

案に内在する問題点を指摘、 批判し ている。 以下、

第十三回国会衆議院法務委員会公聴会議録1 号に

基づい て園藤の主張を 整理する。

(2) 圏藤の主張

破防法案の 規定におい て、 圏藤がとりわけ問題

としたのが破壊活動の定義と罰則の問題、 そし て

(行 政の) 規制措置の手続に関する問題である。

破壊活動の定義と罰則の問題で園藤が焦点を当

てるのが、 構成要件の広汎性・不明確性である。

破防法案37条(現行法では38条) は以下のように

規定され ていた。

破防法法案第三十七条

刑法第七十七条の罪の教唆若しくはせん動
を なした者は、 七年以下の禁こに処する。

2 刑法第七十八条若しくは第七十九条の罪

の教唆若しくは せん動を なした者は、 刑法

第七十七条、 第七十八条若しくは第七十九

ここでは、 内乱罪の教唆と 同時に、 内乱罪の 予

備、 陰謀、 育助に対する 予 備、 陰謀、 これらの罪

を容易化するための正当性もしくは必要性を主張

する文書・図画の印刷、 頒布、 所持等を罰する 規

定が盛り込まれ ている。

園藤は、 扇動の意味を最も重要 な点とし て注目

する。 破防法案第37条におい ては、 教唆と扇動が

併 せ て 規定され ているが、 どの程 度のものが扇動

行為と なるのか、 その限界が不明確であり、 広き

に失すると論断する。 また、 法案に謡う文書図画

の印刷、 頒布、 所持等を処罰する点は、 言論の自

由を侵害し ないで済 むか疑い なきを得 ないと疑問

を呈し ている。 そし て、 上記のよう な罰則が創設

されると、 犯罪捜査の範囲が非常に拡大するとい

うことに 警鐘を鳴らすのである。

破防法案は、 行 政処分によっ て破壊活動団体の

解散や機関紙の発刊停止処分等が盛り込まれ てい

たことから、 園藤は破壊活動団体の 規制措置の手

続に関する問題につい ても以下の様に 「根本的に

疑問」を持ち、 行 政処分による 規制では なく司法

処分による慎重 な 規制が必要では ないかと訴える。

「…言うまでも なく、 団体活動の制限あるい

は、 団体の 解散の指定は、 憲法の保 障する

ところの言論の自由、 集会の自由に対し て

非常に大き な危険をもたらすものでありま

す。

その自由を制限するにつき まし ては、 よほ

ど慎重 で、 なければ なら ない。 私は、 これは、

行 政処分をもっ て行い得るものかどうかを

疑問とするのであります。 私の見 解を率直

に申す ならば、 これは むしろ司法処分にす

べきものでは ないかと思います。4)J

条の罪の実現を容易 ならしめるために、 そ 圏藤は、 法務委員との質疑の 中で、 破防法案自

の実現の正当性若しくは必要性を主張した 体が実質的には相当に重要 な刑法改正と 同様の意

文書若しくはと図面を印刷し、 頒布し、 公 味を持つことから、 基本法典である刑法の様に法

然掲示し、 若しくは頒布し若しくは公然掲 制審議会での検討を行うべきであるとの意見を付

示する目的をもっ て所持した者は、 五年以 すとともに、 自己の提案を 整理し ながら下記 2点

下の禁こに処する。 の指摘と提案を行う。

3 ( 略) 第 l点が、 破防法案より扇動罪を抹消すること

が至当ということである。 圏藤は、 教唆を独立罪
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とすれば、 扇動罪が企図するものの相当がまか な

われ、 その代わりと なると主張する。 これは教唆

が必ずしも特定少数の者に向けられたものでは な

いということを意味し ている、 もちろん教唆を独

立罪とすること自体にも若干の疑問があることも

付け加え ている。 第 2点に、 破壊活動団体の 解散

や機関紙の停止といった処分は、 司法処分と なっ

て初め て なし得るものであることを指摘し ている。

言論、 集会の自由を制限するということは極め て

重大であるから、 裁判所におい て有罪判決が なさ

れた場合に初め て規制措置をとるのが適当である

と主張し ている5)。

(3) 破防法への見通し

園藤は、 破防法成立後に記した 同法の成立経緯

や概要に関する書物の原稿(後掲 史料 No.19)6)  

で、 同法提案の性格に関し て、 「これは占領下に

おける管理法令とし てのみ許されるべきもので、

もともと 憲法のもとに許されるべき事項をはるか

に超え」たものであると分析し ながら、 「政府が

講和発効後も、 同じ治安法制を維持しようとした

ところに根本の無理がある」と法案の建前を鋭く

批判する。

そし て、 破防法制定後の見通しが、 将来の社会
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下 「防止法案」と呼ぶ)、 政治テロ行為処罰法案

(社会党案、 以下 「処罰法案」と呼ぶ) である。

このうち防止法案は 同 年 6月 3 日に衆議院におい

て修正可決されたが、 参議院におい て採決に至ら

なかった。

両案の違いは主とし て団体規制の有無にあり、

防止法案には団体規制条項が設けられ ていた。 両

案の特徴をあげれば、 防止法案は、 政治的暴力行

為7)が団体の活動とし て、 あるいは団体の活動に

関連し て行われた場 合に、 政治的暴力行為を行っ

た役職員・構成員、 団体に、 団体のためにする行

為 ならびに団体活動の禁止措置を可能とし(殺人

の場合は 6か月以内、 それ以外の政治的暴力行為

は 4 か月以内)、 機関紙等の発行禁止措置、 団体

の 解散が盛り込まれ ていた。 これに対し て処罰法

案は、 団体規制に関する 規定を設けず、 「厳罰主

義の威嚇力によっ てテロ 犯罪の一般 予防を」図ろ

うとするものである。 テロ殺人罪(既遂、 未遂、

予 備、 陰謀罪) を 規定し、 刑を加重し て重罰化を

行っ ている(テロ殺人の教唆、 扇動を独立罪とし

て重罰化し ている)。 以下、 第三十八回国会衆議

院法務委員会議録第十四号に基づい て圏藤の主張

を 整理する。

情勢、 政治情勢にかかっ ている点を指摘し、 次 の (2) 圏藤の主張

よう な決意を高らかに闇明する。 圏藤は、 1 9 61( 昭和36) 年5 月22日に参考人と

「われわれは治安維持法の教訓を知っ ている。

破防法の運営を監視し ていくことはわれわ

れの権利でもあり、 義務でもある。 破防法

そのものの改廃ということも、 諦め てい な
しミ」

3、 政治的暴力行為防止法案等と圏藤

(1) 政治的暴力行為防止法案等の概要

破防法成立から 9 年後の19 61( 昭和36) 年、 園

藤は治安立法に関し て再 度国会で自らの持論を述

べることに なる。 1 9 60( 昭和35) 年1 0月の浅沼稲

次 郎暗殺事件や翌日( 昭和36) 年2 月の嶋 中事件

などの右派テロに対し て議員立法とし て提案され

てきたのが 政治的暴力行為防止法(自民党案、 以

し て 再び衆議院法務委員会の席 上に立つことに な

った8)。 圏藤は、 まず防止法案につい て 「破防法

の拡張」であると その性格を分析し ている。 そし

て 同法案の問題点を 3つに分け て論じ ている。 一

つ目に問題と なるのが、 政治的暴力行為の定義 規

定におい て破防法に なかった 「思想的 信条」とい

う文言が入札適用範囲が大幅に拡大し ており乱

用の心 配があるということである。 二つ目の問題

点は、 団体規制に関する 規定であり、 特定の要件

を満た せば一定期間の活動制限を付加できる文言

に なっ ているが、 このよう な制限は適当では なく、

一つ一つの集団の行為が 合法か非合法か、 行為ご

とに 規制を加え なければ 憲法の保 障する表現の自

由あるいは集会の自由等の精神に反する恐れがあ

るということである。 三つ目の問題点とし ては、

刑の加重をし ても行為者の英雄的気持ちを満足さ
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せるだけに なら ないかということである。

また処罰法案につい て、 園藤は、 団体規制が除

かれ ている点で防止法より 支持できるとし ながら、

罰則の作り方に対し て非常 な疑問を持たざるを得

ないと主張する。

園藤は最後に、 現行法の運用によっ てまか なっ

ていくことが望ましく、 両案ともに消極的である

旨主張するのである。

4、 史料の紹介・仮目録

では、 小稿で 取り扱う 史料(文書類) の位置付

けを行うとともに重要 史料につい て一言する。 最

後に仮目録(表 1 ) を提示し、 史料ごとに簡単 な

説明を加え ていきたい。

(1) 史料の位置付け

本 史料は、 圏藤が関わった破防法を中心とする

戦後治安立法の成立過程に関し て彼自身が収受・

整理したもの、 記述したものである。

具体的には、 先に 解説で述べた1952(昭和2 7)

年4 月30日の衆議院法務委員会公聴会に関する 史

料、 そし て参考人とし て出席した19 61(昭和36)

年5 月22日の衆議院法務委員会に関する 史料であ

る。 同 史料は「破防法立法経過」と題するボール

紙に包まれ ており、 内部に裸の状態のまま所収さ

れ ているものと封筒におさめられ ているもの(衆

議院の封筒) から構成され ている。

法律案や 配布資料 などの国会審議に関連する紙

史料が中心であるが、 鉛筆のメモ書きがあるもの

や、 閤藤の国会での立論のベースと なった構想メ

モや原稿 などが含まれ ており、 圏藤の思考が治安

立法をめぐっ てどの様に展開されたかを検討する

表1

上で重要 なものを含んでいる。 また、 他の 東大法

学部教官との破防法をめぐる懇談会に関する 史料

が存在する。 後掲する「破防法案研究会進行表」

と題した 史料(No.45) は、 破防法案のねらいや、

内容分析(逐 条審議、 外国立法例との対照、 運用

上の諸問題、 他に選びうる方策 などを討議) を行

った会 合の日程、 次第である。 本簿冊史料 上、 参

加者は不明であるが、 園藤の日記(手帳) の該当

頁9)を参照すると「破壊活動防止法案懇談会 4 、

30Jとの書込みがあり、 鵜飼、 磯田、 辻、 圏藤が

参加者であることが判明する。 なお、 この研究会

議論の内容は、「ジュリスト」第1 0号 に「破防法

の糾明」題し て公表され ている。 法学者が治安立

法に 組織 的に抵抗しようとした活動の形跡をうか

がい知ることができょう。

支持体に関し ては、 ザラ紙や新聞紙の多くがヤ

ケや剥離の劣化を伴っ ており保存のための処置が

必要である。

(2) 重要史料

本 史料で筆者がとりわけ重要と考えるのが 上記

の手稿やメモである。

なかでも 平凡社の『世界文化年鑑 』のために書

き起こした破防法につい ての手稿は、 注目に値す

る。 同稿は、 破防法審議を総括し て書かれたもの

である。 立法経緯から始まり、 細か な問題点を簡

潔かっ丁寧に記すとともに、 将来の見通しにまで

言及し ている。

(3) 各史料の説明

史料群は、 前半(No.l�54) までが、 破防法案

の成立過程に関するもの。 後半(No.55 �89) ま

でが、 防止法、 処罰法の審議に係るものである。

)
 
1

 
(

 

史料件名 支持体 備考(形式) 備考(内容)

No.l 団体等規制法案に対する意見 ザラ紙 クリップ留め、 57枚
(案)

No.2 濠州共産 党 解散法に対する判 ザラ紙 ステイプラー留め、
決要旨 42枚

NO.3 「経済往来�(昭 和27年5 月 背表紙に「破防法案」とベン書
号 ) き
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史料件名 支持体

No.4 信書(昭和27年12月11日付)

NO.5 書簡(昭和2 7年11月2 7日付)

NO.6 封筒(昭和27年10月22日付)

NO.7 執筆要項 ザラ紙

NO.8 朝日新聞(昭和2 7年 6月4 日 新聞紙
付)

NO.9 朝日新聞(昭和2 7年 6月 6日 新聞紙
付)

No.lO 朝日新聞(昭和2 7年 6月1 8日 新聞紙
付)

No.l1 朝日新聞(昭和2 7年 6月19日 新聞紙
付)

No.l2 官報・号 外(昭和27年5 月15 ザラ紙
日付)

No.l3 新大阪(夕刊)(昭和2 7年5 新聞紙
月12日)

No.l4 新大阪(夕刊)(昭和2 7年5 新聞紙
月14日)

No.l5 新大阪(夕刊)(昭和27年5 新聞紙
月11日)

No.l6 名 刺

No.l 7 封筒

No.l 8 衆議院用筆 薄紙

No.l 9 手稿 原稿用
市氏

No.20  破壊活動防止法案 ザラ紙

NO.21 中核自衛隊 の 組織と戦術 ザラ紙

No.22 衆議院法務委員公聴会 ザラ紙

No.2 3  五全協以降 の武装綱領実現に ザラ紙
関する指令、 報告 通達

」
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(2) 

備考(形式) 備考(内容)

平凡社より原稿締切通知

平凡社より

中身 なし

赤線引き あり、 劣化傾向

赤線引き あり、 劣化傾向

赤線引き あり、 劣化傾向

赤線引き あり、 劣化傾向

「 圏藤」と l 面右 上に 鉛筆書き、
「破壊活動防止法法案(衆院通

過の 口)Jと ベン字あり、 鉛筆
書き多数

l枚 新大阪新聞記者

衆議院のもの

1枚 「 圏藤 先生に対する質疑」と題
し議員の名前が 7人分鉛筆書き

22枚(勤草書 房用筆) 世界文化年鑑(1953年度版)原
稿

24 頁、 ステイプラー 表紙に「 圏藤」のベン字、 同じ
2点留め、 内部に護 く衆議院法務委員会、 印刷の
貰新 聞( 6 月 3 日 口」と記述あり、 鉛筆によるメ
付) 切り抜き あり モあり

40 頁、 ステイプラー
1点留め

2枚、 ステイプラー 公聴会次第、「園藤」と ベン字
l点留め 書き あり、 その 他ベン字目もあ

り

1 6頁、 ステイプラー
2点留め



188 社会科学研究年報

史料件名

No.24 ( 上記の)第 2分冊

No.25 ( 上記の)第 3分冊

No.2 6  (上記の)第 4分冊

No.2 7  破壊活動防止法案の提案理由

No.2 8  公安調査庁設置法案の提案理
由

No.29 公安審査委員会設置法案提案
理由

No.30 公安審査委員会設置法

No.31 公安調査法設置法

No.32 メモ

No.33 朝日新聞( 昭和2 7年5 月 7 日
付)

No.34 世界文化年鑑項目表

No.35 世界文化年鑑記事見本

No.36 世界文化年鑑依頼書

No.37 名 刺

No.38 破壊活動防止法案の批判(案)

No.39 破壊活動防止法案の批判(案)

No.40 破壊活動防止法案

No.41 座談会につい てのお願ひ

No.42 治安立法 立案経過

No.43 毎日新聞( 昭和27年2 月29日
付)

2018 No.4 9 

支持体

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

ノート

新聞紙

ザラ紙
(良)

ザラ紙
(良)

ザラ紙
(良)

ザラ紙

ザラ紙

ザラ紙

薄紙
(タイプ)

ザラ紙

新聞紙

(3) 

備考(形式) 備考(内容)

24 頁、 ステイプラー 「五部作の第二」と記載あり
2点留め

1 8頁、 ステイプラー 「五部作の第三」と記載あり
2点留め

1 6頁、 ステイプラー 「 五部作の第四」と記載あり
2点留め

5 頁、 ステイプラー 「園藤」とベン字あり
2点留め

l枚 「園藤」とペン字あり

1枚

9 頁、 ステイプラー 法律案、「圏藤」のベン字あり
2点留め

21 頁、 ステイプラー 法律案、「間藤」のベン字あり
2点留め

1枚 両面 に渡り ベ ン 字 で メ モ 書
き、 法務委員会での公述の構想、
メモと思われる

8 頁

4 頁

1枚 破壊活動防止法の項依頼

l枚 平凡社 「世界文化年鑑」編集部
員

5枚、 ステイプラー 「 圏藤」とベン字あり
l点留め

5枚、 ステイプラー 赤字、 ペン字のメモ多数あり
1点留め

2 7 頁、 ステイプラー 「闇藤」の ベン字あり、 裏面に
1点留め ベン字メモ 5 行

l枚 破防法座談会( 4 月15日 開催)
の案内

3枚、 ピン留め 赤線あり

特別保 安法案成案の記事、 「団
体」との丈言に線百|き、 「 圏藤」
とペン字あり



史料件名 支持体

No.44 破防法案研究会進行表(1952 薄紙
年4 月15日付) (タイプ)

No.45 破壊活動防止法案に関する申 薄紙(タ
入書 イプ)・

ザラ紙

No.4 6 封筒

No.47 毎日新聞( 昭和27年4 月2 日 新聞紙
付)

No.48 日本国と アメリ カ合衆国との ザラ紙
聞の安 全保障条約 第三条に基
く行 政協定に伴う刑事特別法

No.49 特別 保安法に関する研究結論 ザラ紙
(案)

No.50 (上記の)訂正書 ザラ紙

No.51 特別 保安法案 補遺 ザラ紙

No.52 アサヒニユース(1952年3月 新聞紙
3 日付)

No.53 特別 保安法に関する研究結論 ザラ紙
(案)

No.54 「特別 保安法」 につい て ザラ紙

No.55 毎日新聞切り抜き( 昭和35年 新聞紙
12月2 8日付)

No.5 6 朝日新聞切り抜き ( 昭和35年 新聞紙
12月2 8日付)

No.57 毎日新聞切り抜き ( 昭和36年 新聞紙
2 月1 7日付)

No.58 朝日新聞切り抜き ( 昭和36年 新聞紙
2 月1 7日付)

No.59 第38回国会衆議院法務委員会
議録第14号

No.60 政治テロ行為処罰法案の提案 ザラ紙
理由説明

No.61 第38回国会衆議院法務委員会
議録第11号(その 1 、 その 2 )

No.62 政治的暴力 行為防止法案の提 ザラ紙
案理由説明
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(4) 

備考(形式) 備考(内容)

l枚

4枚 (うち 2枚 ザラ 武藤武雄 (労働法規改悪反対闘
紙)、 ステイプラー 争委員会・日本労働組合総評議
l点留め 会議長) 名で起案 された吉田茂

総理宛申入書

l通 中身 なし

4枚、 ステイプラー 赤字メモ多数
l点留め

12 頁、 ステイプラー 「戒能教授起草」 とある、 青字
l点留め メモ多数

4枚、 ステイプラー 赤字、 ベン字によるメモ多数あ
1 点 留 め ス テ イ プ り

ラー l点留め

5枚、 ステイプラー
l点留め

日米行 政 協定 全文 の 記 事 あ
り、 線引き あり

12 頁、 ステイプラー No.49と同じもの、 ベン字メモ
1点留め 多数

4枚、 ステイプラー 「金子一」 との記 載、 毎日新聞
l点留め とのメモあ り

赤字で 日付、 「毎日」、 「暴力 取
締法案」検討

赤字で 「朝日」、 「暴力取り締ま
りに 立法」

鉛筆字で 日付、 「毎日」、 「極刑
でテロ根絶期す」

鉛筆字で日付、 「 朝日」、 「社 会
党 今国会に提出 テロ防止法案
ま とまる」

34 頁

4枚

14枚

15 頁、 ステイプラー 線引き あり
2点留め
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史料件名

NO.63 「警察資料」 の公表にあたっ
て 解説一

NO.64 官報・号外( 昭和3 6年5 月1 7
日)第38回国会衆議院会議録

NO.65 「政治的暴力行為防止法」は
なぜ必要か 法案提出の経緯

と目的

NO.66 メモ

NO.67 政治的暴力行為防止法案

NO.68 政治テロ行為書別法案

NO.69 政防法討論資料( 19 6 1年 6 月
20日付)

NO.70 封筒

NO.7 1 朝日新聞( 昭和36年6月 8 日
付)

NO.72 朝日新聞( 昭和36年 6月 6日
付)

NO.73 朝日新聞( 昭和36年 6月 7 日
付)

NO.74 毎日新聞( 昭和36年5 月2 3日
付)

NO.75 朝日新聞( 昭和36年5 月30日
付)

NO.7 6  毎日新聞( 昭和36年6月1 日
付)

NO.77 朝日新聞切り抜き( 昭和36年
6月1 日付)

NO.78 毎日新聞( 昭和36年6月 3 日
付)

NO.79 朝日新聞( 昭和36年 6月 3 日
付)

NO.80 朝日新聞( 昭和36年 6月4 日
付)

NO.81 毎日新聞切り抜き ( 昭和36年
6月4 日付)

NO.82 毎日新聞切り抜き( 昭和36年
6月4 日付)

NO.83 朝日新聞( 昭和36年 6月 3 日
付)、 夕刊

2018 NO.4 9 

(5) 

支持体 備考(形式) 備考(内容)

4 6頁

24 頁

23頁 表紙に圏藤所蔵印あり、 内部に
民社党よりの便り

l枚 国会参考人質疑を想定した構想
メモか

法律案、 鉛筆書き多数

法律案、 鉛筆書き多数

1 1頁 東大法学部緑会委員会発行

l通 衆議院のもの

新聞紙 部分

新聞紙 部分

新聞紙 部分

新聞紙 部分 圏藤記事に赤線

新聞紙 部分

新聞紙 社説のみ

新聞紙 日付のメモあり

新聞紙

新聞紙

新聞紙

新聞紙 社説のみ

新聞紙 日付・ 毎日とメモあり、 「政防
法 参院自民の方針」

新聞紙



圏藤重光と破壊活動防止法 (太田 ) 191 

(6) 

史料件名 支持体 備考(形式) 備考(内容)

NO.84 東京新聞( 昭和36年 6月4 日 新聞紙 部分
付)

NO.85 毎日新聞切り抜き ( 昭和36年 新聞紙 「 アラシ呼んだ 「政防法案」 解
6月 3 日イ寸)、 夕刊 説」

NO.86 毎日新聞切り抜き ( 昭和36年 新聞紙 「 首相と集団面会 政防法案 など
6月4 日付) 社党が申し入れ」

NO.87 封筒 l通 衆議院のもの

NO.88 書簡( 昭和36年 6月5 日付) l通 日本学術会議学問・思想、の自由
委員会より、 政防法案につい て
の検討結果の報告書(圏藤が説
明)

NO.89 書簡( 昭和36年5 月29日付) l通 日本学術会議よりの会議出席依
頼 書(政防法案の説明につい
て)

NO.90 封筒 l通 中身 なし、 ADMINISTRATIVE 
OFFICE OF THE UNITED 
STATES COURTSの 封 筒、
「 弥生町二ダンドウゲミツ君」

と青 鉛筆字あり

NO.9 1 封筒 l通 中 身 な し、 ]OURNAL OF 
CRIMINAL LAW. 
CRIMINOLOGY. & POLICE 
SCIENCEの封筒、 「弥生町ノ
二」と赤 鉛筆字あり

NO.92 合衆国法典 タイトル五O ザラ紙 14枚、 ステイプラー
第 四章防諜 l点留め

NO.93 3 1.Unlawfully obtaining to be ザラ紙 8枚、 ステイプラー
obtained information a丘ect- 1点留め
ing national defence.で、始まる

書面

No.U土、 破防法制定以前に議論され ていた団体

規制法案に対する意見をまとめたものである。

No.2は、 オーストラリ アにおける共産党の 解散

法に対し て高等法院が同法の無効を判決した内容

をまとめたものである。

NO.3は、 破防法案の全文を掲載した雑誌であるo

No.4 �5は、 平凡社より 「世界文化 年鑑( 1953

年度版)Jへの執筆依頼(破防法の項目) と締切

を通知した書面である。

NO.6は、( 略)

NO.7は、 上記 「世界文化年鑑」の執筆要項であ

る。

NO.8� 10は、 破防法案審議の経過につい て書か

れた新聞記事である。

No.l2は、 破防法の審議過程、 破防法案を示す

ものである。

No.l3 � 15は、 破防法に関し て圏藤を 取材した

ことがうかがわれる新大阪新聞の記事である。

No.l6は、 新大阪新聞記者の名 刺である。

No.l7は、( 略)

No.l8は、 1952 年4 月30日に公述人とし て参席

した衆議院法務委員会で圏藤に質疑を行うことが
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予定され ていた議員 7 名の氏 名・所属 政党を 鉛筆

書きした書面である。

No.l9は、 圏藤が 「世界文化 年鑑」 のために執

筆した破防法に関する原稿である。

No.20は、 タイプされた破防法案である。 鉛筆

字によるメモ書きが見られる。

N0.21、 2 3-26は破防法案審議のために国会で

配布されたであろう日本共産党の活動状況に関す

る報告書である。

NO.22は、 衆議院法務委員会公聴会の次第であ

る。 園藤による自筆のサインが見られる。

NO.2 7-29は、 破防法案、 公安調査庁設置法案、

公安審査委員会設置法案の提案理白書である。

NO.30- 31は、 公安審査委員会設置法、 公安調

査庁設置法の法律案である。 圏藤による自筆のサ

インが見られる。

NO.32は、 ノートの切れ端に書かれた圏藤自筆

のメモである。 内容は、 衆院法務委員会公聴会に

おける立論構成が書かれたものと思われる。 内容

が図式化され ている。

N0.33、 43、 52は、 破防法案の審議経過を伝え

る新聞記事である。

NO.34-37は、 平凡社の「 世界文化 年鑑」 執筆

に関するものである。

NO.38-39は、 破防法案への批判を内容とする

同内容の文書である。 ただし、 38には、 圏藤によ

る自筆のサインがあり、 39には赤字、 黒ベン字に

よる多数の書込みが見られる。

No.40は、 破防法の法律案である。 圏藤による

自筆のサインがあり、 裏面にペン字のメモが記さ

れ ている。

NO.41、 44は、 1952年4 月15日に開催された破

防法研究会(座談会) に関する次第等の文書であ

る。

No.45は、 破防法案に関し て吉田茂総理大臣へ

向けた申入書である。

NO.4 6は、( 略)

NO.48は、 日米安保条約 第 3条に基づく行 政協

定に伴う刑事特別法案である。 こちらが 史料群中

あるのかは判然とし ない。

No.49-54は、 破防法案の前身である特別保 安

法に関し て批判的検討を加える文書である。

2018 NO.4 9  

NO.55-58は、 71- 86は政治的暴力行為防止法

の審議経過に関する記事である。

NO.59- 64は、 防止法案、 処罰法案の審議過程

に関する文書である。

NO.65は、 19 61( 昭和36) 年5 月22日、 園藤が

防止法案、 処罰法案審議のために参考人とし て参

席した衆議院法務委員会における立論構想を記し

たと思しきメモである。

NO.67- 68は、 防止法・処罰法の法律案である。

鉛筆字による書込みが多数見られる。

NO.69は、 東大法学部緑会(自治会) による防

止法議論の資料である。

NO.88- 89は、 日本学術会議学問・思 想自由委

員会より圏藤に宛 てた防止法の説明を求める会議

出席依頼書と、 説明の内容をまとめた報告書であ

る。

6、 むすびにかえて

小稿におい ては、 圏藤が戦後の治安立法審議に

おい て学界を代表する研究者の一人とし て意見を

述べ てきた活動につい て簡単に振り返るとともに、

どの様 な関係 史料が存在するのか明らかとした。

小稿を記述するのにあたっ て著者は 史料の中の圏

藤の言説を振り返ったが、 そこで見え てきたのは、

息苦しかった戦中を乗り越え、 始まっ て聞も ない

戦後の民主主義や多様性 な価値が 形作る新しい日

本の社会を守りたいという園藤の姿、 持持であっ

た。

研究者とし て研究活動を行う 上で表現の自由、

言論の自由、 結社の自由がどれほど尊いものであ

るかを痛感し ていた圏藤は、 破防法が成立した後

にも、 その内在する危険性と問題点を広く社会へ

伝える重要 な役割を果たし てきたのでは ないか、

と筆者は考える。

破防法成立後も同法の 「改廃を諦め ない」 とい

う圏藤の反骨精神は、 学問のあり方を探求する研

究者にとっ て、 ゆるぎ ない道標と なろう。 筆者は、

今後も圏藤が学問や人間とどの様に向き 合い生き

てきたのか、 史料の 世界から明らかにし ていきた

いと考え ている。



注
1 ) 関之『破壊活動防止法の解説�(文化 研究 社・ 1952

年7月 ) 76頁参照。 な お本 書の著者は、破防法案審

議の 政府 委員を務め た 法務府特別 審査局次 長である。

2) 衆議院では、 法曹界から松下正寿(弁護士)、 清瀬

一郎(弁護士)、 長野国助(日本弁護士連合 会会長)、

学界から圏藤重光 (東京大学教授)、 平野義太郎(日

本学術会議会員)、 鵜飼信成(東京大学教授)、 言論

界から西島芳二(朝日新聞東京本社論説副主幹)、 山

根糞治郎(徳島 新聞顧問)、 阿部箕之助(評論家)、

異杉静枝(評論家)、農業界から 大森真一郎(日本農

民組合事務局長)、労働界から菊川忠雄(日本労働組

合総同盟総主事)、 吉田資治(全日本産業 別労働組合

会議議長)、 財界から原安三郎(日本化学工業協会会

長)、 河原亮三郎(東京芝浦電気株式会社労働部長)、

文学界から石川達三(日本文芸協会理事長)、 そして

女性団体代表として櫛田フキ(婦人民主倶楽部委員

長)が公述人として意見を述べ、参議院では、労働

界から 長谷部儀助(日本労働組合総評議会法規対策

部長)、 法曹界から鈴木多人 (弁護士)、 塚崎直義

(弁護士)、 海野晋吉(弁護士・自白人権協会理事長)、

学界から瀧川幸辰(京都大学教授)、 戒能通孝(早稲

田大学教授)が同様 に公述人として意見を述べた 。

3 )圏藤の 公述 に対して質疑を 行ったのは、 佐藤昌三

法務委員長のほか、田嶋好文 (自由党)、 山口好一

(自由党)、 古島義英(自由党)、 大西正男(改進 党)、

田中桑平(共産党)、 梨木作次郎(共産党)、 猪俣浩

三(社会党左派)の各氏である。

4 )第十三回国会衆議院 法務委員会会議録第一号、15

頁 。

5)圏藤は、 旧新聞紙 法が有罪判決の言渡しと同時に

新聞紙の発刊停止処分を可能とする規定があり、破

防法案も「その線で いくべき」と指摘している。

6) r世界文化 年鑑(1953年度版) � (破壊活動防止法の

項〕の た めの圏藤の手稿(表l史料 No.19(圏藤文庫

所蔵))参照。

7 )防止法案における政治 的暴力行為とは、 4 条に規

定される( 法案提案理白書参照)。

「政治上の主義若しくは施策 又は思想的信条を推

進し、 支持し、 又はこれに反対する目的を持つてな

される次の行為である。

イ、殺人

口、 傷害

ハ、 逮捕監禁

ニ、 強要

ホ、 暴力行為 等処罰に関する法律第1条第1項に規

定する体様の集団的暴行、 脅迫、 器物損壊

へ、国会又は総 理官邸への暴行、 脅迫その他暴力的

手段によ る不法侵入

ト、特定の者が、殺人を なすおそれがあることを 予

見しながら 、 その者に 対し継続または反復して、

特定の他人を殺すことの正当性または必要性を

主張する行為 。 ただし、 その特定の者がその影
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響を受 けて、殺人を実行するに至った場合に限

る

チ、殺人の 予備、 陰謀、教唆、 扇動。 傷害の教唆、

せん動。国会等への侵入の教唆、 せん動」

8)他の参考人は、 小野清一郎(弁護士)、 戒能通孝

( 都立大学教授)、田上穣治(一橋大学教授)、 藤原弘

達(明治大 学教授)、 毛受信雄(弁護 士)、 種橋茂

(日本労働組合総評議会法規対策部長)、 真 野毅(弁

護士)、 武藤光朗( 中央大学教授)、 小木貞一 (専門

員)の各氏である。
9)圏藤の日記 によれば当初、 この 研 究 会は、 1952

(昭和27) 年4月14日、学士会館で開催される予定で

あったが、一日延期し、 葦陽倶楽部で開催したとの

ことである(表 記は「イヨウクラブJ)。


